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当ファンドの仕組みは次の通りです。

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式　自動継続投資専用

信 託 期 間 無期限です。

運 用 方 針
ＴＯＰＩＸ(東証株価指数)の動きを上回る

投資成果を目標として運用を行います。

主要運用対象

明 治 安 田 Ｄ Ｃ

日 本 株 式

アルファオープン

明治安田日本株式アル

ファ・マザーファンドを主

要投資対象とします。この

ほか、当ファンドにおいて

直接、わが国の株式に投資

することがあります。

明 治 安 田

日 本 株 式

ア ル フ ァ ・

マザーファンド

わが国の株式を主要投資対

象とします。

組 入 制 限

明 治 安 田 Ｄ Ｃ

日 本 株 式

アルファオープン

株式への実質投資割合には

制限を設けません。また、

外貨建資産への投資は行い

ません。

明 治 安 田

日 本 株 式

ア ル フ ァ ・

マザーファンド

株式への投資割合には制限

を設けません。また、外貨建

資産への投資は行いません。

分 配 方 針

分配対象額の範囲は、利子・配当収入と売

買益(評価益を含みます。)等の全額とし、

基準価額水準等を勘案して分配します。

明 治 安 田 Ｄ Ｃ

日本株式アルファオープン

運 用 報 告 書 (全体版)

第 14 期
（決算日　2017年11月27日）

受益者のみなさまへ

　平素は「明治安田ＤＣ日本株式アルファオープン」

にご投資いただき、厚くお礼申し上げます。

　さて、当ファンドは、第14期の決算を行いましたの

で、期中の運用状況につきましてご報告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し

上げます。
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◎最近5期の運用実績

決 算 期

基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式
組 入
比 率

純 資 産
総 額(分配落) 税 込 み

分 配 金
期 中
騰 落 率

(ベンチマーク) 期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
(第10期)2013年11月25日 12,675 0 　64.8 1,259.61 　61.6 98.0 　731

(第11期)2014年11月25日 14,223 0 　12.2 1,409.15 　11.9 98.1 　838

(第12期)2015年11月25日 16,279 0 　14.5 1,594.67 　13.2 97.1 1,004

(第13期)2016年11月25日 15,084 0 △ 7.3 1,464.53 △ 8.2 99.7 　953

(第14期)2017年11月27日 18,181 0 　20.5 1,776.73 　21.3 97.8 1,136

(注1)当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。

(注2)東証株価指数(ＴＯＰＩＸ)は株式会社東京証券取引所(以下、東京証券取引所といいます)の知的財産であり、株価指数の算出、指数値

の公表、利用などＴＯＰＩＸに関する全ての権利およびＴＯＰＩＸの商標に関する全ての権利は東京証券取引所が有します。東京証券

取引所はＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商

標の変更若しくは使用の停止を行うことができます。東京証券取引所はＴＯＰＩＸの商標の使用若しくはＴＯＰＩＸの指数の利用に関

して得られる結果について何ら保証、言及をするものではありません。

◎当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 組 入

比 率騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率

円 ％ ％ ％
(期首)2016年11月25日 15,084 　－ 1,464.53 　－ 99.7

11月末 15,128  0.3 1,469.43  0.3 97.4

12月末 15,708  4.1 1,518.61  3.7 98.8

2017年 1月末 15,770  4.5 1,521.67  3.9 98.9

2月末 15,876  5.3 1,535.32  4.8 99.3

3月末 15,705  4.1 1,512.60  3.3 97.4

4月末 15,870  5.2 1,531.80  4.6 98.4

5月末 16,147  7.0 1,568.37  7.1 98.4

6月末 16,561  9.8 1,611.90 10.1 98.1

7月末 16,582  9.9 1,618.61 10.5 98.7

8月末 16,569  9.8 1,617.41 10.4 99.2

9月末 17,248 14.3 1,674.75 14.4 98.3

10月末 18,187 20.6 1,765.96 20.6 97.5

(期末)2017年11月27日 18,181 20.5 1,776.73 21.3 97.8

(注1)騰落率は期首比です。

(注2)当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」は実質比率を記載しております。
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◎当期中の運用経過と今後の運用方針(2016年11月26日～2017年11月27日)

1 基準価額と収益分配金
(1)基準価額の推移と主な変動要因

※ベンチマーク(東証株価指数(ＴＯＰＩＸ))は期首の基準価額に合

わせて指数化しております。

※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、税引前の分配

金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の

実質的なパフォーマンスを示すものです。

　基準価額は期首15,084円で始まり期末18,181

円で終わりました。騰落率は＋20.5％でした。

　基準価額の主な変動要因は以下の通りです。

（上昇要因）

・期首から12月中旬にかけて、米国の次期政権

に対する財政拡張政策への期待の高まりや同

国の利上げを受けて円安米ドル高が進み、業

績改善期待から国内株式相場が上昇したこと

・2017年4月中旬から5月上旬にかけて、フラン

ス大統領選挙の結果を受けて欧州政治に対す

る懸念が後退したことから、国内株式相場が

上昇したこと

・2017年9月中旬から期末にかけて、国内では

衆議院総選挙で与党優勢が報道され市場に安

心感が広がったことや、米国の大型減税を組

み入れた税制改革への期待から円安米ドル高

が進んだこともあり、国内株式相場が上昇基

調で推移したこと

（下落要因）

・2017年3月中旬から4月中旬にかけて、米国政

権の政策実行力に対する懸念や、米国による

シリア、アフガニスタン空爆、および北朝鮮

情勢の緊迫化を受けた投資家のリスク回避の

動きから、国内株式相場が下落したこと

(2)ベンチマークとの差異
　当ファンドは東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）を

ベンチマークとして運用を行っております。

　当期の基準価額の騰落率は＋20.5％となりま

した。一方、ベンチマークの騰落率は＋21.3％

となり騰落率の差異は△0.8％でした。

　この差異について、銘柄選択要因と業種配分

要因に分けてみると、銘柄選択要因がマイナス

に影響し、業種配分要因はプラスに寄与しました。

（銘柄選択要因）

　情報・通信業（ネットワンシステムズ）など

で組み入れていた銘柄の騰落率が同業種のほか

の銘柄の騰落率を上回ったことがプラスに寄与

しましたが、電気機器（ＴＤＫ、村田製作所）、

小売業（セブン＆アイ・ホールディングス、し

まむら）などで組み入れていた銘柄の騰落率が

同業種のほかの銘柄の騰落率を下回ったことが

大きくマイナスに影響した結果、銘柄選択要因

はマイナスとなりました。

（業種配分要因）

　ガラス・土石製品の保有比率をベンチマーク

の構成比率に対して低くしていたこと、証券、

商品先物取引業の保有比率をベンチマーク構成

比に対して高くしていたことなどがマイナスに

影響しましたが、電気機器の組入比率をベンチ

マークの構成比率に対して高くしていたこと、

陸運業の組入比率をベンチマークの構成比率に
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基準価額とベンチマークの推移
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対して低くしていたことなどがプラスに寄与し

た結果、業種配分要因はプラスとなりました。

（その他の要因）

　信託報酬等のファンド運用上の諸費用を計上

したことがマイナス要因となりました。

(3)収益分配金
　収益分配は信託財産の長期的な成長を図るた

め見送りとさせていただきました。なお、収益

分配にあてず信託財産内に留保した利益の運用

については、特に制限を設けず、委託者の判断

に基づき、元本部分と同一の運用を行います。

分配原資の内訳� (単位：円・％、1万口当たり、税引前)

項目
第14期

(2016年11月26日～2017年11月27日)

当期分配金 －

　�(対基準価額比率) －

当期の収益 －

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 13,582

(注1)対基準価額比率は当期分配金(税込み)の期末基準価額(分配金
込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。

(注2)当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出して
いるため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

2 運用経過
(1)運用概況
　当ファンドは「明治安田日本株式アルファ・

マザーファンド」に投資することにより実質的

な運用を同マザーファンドで行う仕組みになっ

ています。

　マザーファンドへの組入比率について高位を

保つとの期首の運用方針を踏まえ、当期を通じ

て概ね99％程度の高位の組入比率を保ちました。

(2)明治安田日本株式アルファ・マザーファ
ンドの運用概況(2016年11月26日～2017年
11月27日)

　後述の同マザーファンドの運用報告書をご参

照下さい。

3 今後の運用方針
(1)当ファンドの運用方針
　引き続き「明治安田日本株式アルファ・マ

ザーファンド」への投資を通じて国内株式への

投資を行います。同マザーファンドの組入比率

は高位を保つ方針です。

(2)明治安田日本株式アルファ・マザーファ
ンドの運用方針

　後述の同マザーファンドの運用報告書をご参

照下さい。
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◎売買及び取引の状況(2016年11月26日～2017年11月27日)
○親投資信託の設定、解約状況

設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

千口 千円 千口 千円
明治安田日本株式アルファ・マザーファンド 62,297 123,450 82,451 160,960

(注)単位未満は切り捨て。

◎1万口当たりの費用明細

項目

当期

項目の概要2016年11月26日～2017年11月27日

金額 比率

(a) 信託報酬 209円 1.281％ (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×期末の信託報酬率

※期中の平均基準価額は16,279円です。

(投信会社) ( 71) (0.434) ファンドの運用、基準価額の算出、法定書類の作成等の対価

(販売会社) (124) (0.760) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド

の管理等の対価

(受託会社) ( 14) (0.087) ファンド財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

(b) 売買委託手数料 108 0.662 (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

(株式) (108) (0.662) 売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

(c) その他費用 2 0.014 (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

(監査費用) (　1) (0.005) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

(その他) (　1) (0.008) 信託事務の処理等に要する諸費用、信託財産に関する租税等

合計 319 1.957

(注1)期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。なお、売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対

応するものを含みます。

(注2)消費税は報告日の税率を採用しています。

(注3)各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

(注4)各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額(円未満の端数を含む)を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第3位未満は四捨五入してあります。



5－　　－

明治安田ＤＣ日本株式アルファオープン

◎利害関係人との取引状況等(2016年11月26日～2017年11月27日)
　期中の利害関係人との取引はございません。
(注)利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。

◎組入資産明細表
○親投資信託残高

種 類
期 首 当 期 末

口 数 口 数 評 価 額

千口 千口 千円
明治安田日本株式アルファ・マザーファンド 532,353 512,199 1,131,038

(注1)口数・評価額の単位未満は切り捨て。

(注2)明治安田日本株式アルファ・マザーファンド全体の当期末受益権口数は（5,002,734千口）です。

◎親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目
当 期

明治安田日本株式アルファ・マザーファンド

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 99,249,360千円

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 15,113,979千円

(c) 売 買 高 比 率(a)／(b) 6.56

(注)(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
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◎投資信託財産の構成� 2017年11月27日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
明治安田日本株式アルファ・マザーファンド 1,131,038  98.9

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 　 12,123 　1.1

投 資 信 託 財 産 総 額 1,143,161 100.0

(注)評価額の単位未満は切り捨て。

◎資産、負債、元本及び基準価額の状況
2017年11月27日現在

項 目 当 期 末

円

(A)�資 産 1,143,161,914

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 12,123,215

明治安田日本株式アルファ・
マ ザ ー フ ァ ン ド(評価額)

1,131,038,699

(B)�負 債 7,161,401

未 払 解 約 金 264,376

未 払 信 託 報 酬 6,867,071

そ の 他 未 払 費 用 29,954

(C)�純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 1,136,000,513

元 本 624,824,791

次 期 繰 越 損 益 金 511,175,722

(D)�受 益 権 総 口 数 624,824,791口

1万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 18,181円

(注1)当ファンドの期首元本額は632,072,475円、期中追加設定元本額は118,993,713円、期中一部解約元本額は126,241,397円です。

(注2)1口当たり純資産額は1.8181円です。

(注3)損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

(注4)損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬等に対する消費税等相当額を含めて表示しています。

(注5)損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

(注6)計算期間末における費用控除後の配当等収益(20,891,028円)、費用控除後の有価証券等損益額(111,886,868円)、信託約款に規定する収

益調整金(535,420,010円)および分配準備積立金(180,466,963円)より分配対象収益は848,664,869円(10,000口当たり13,582円)ですが、

当期に分配した金額はありません。

◎損益の状況 自　2016年11月26日
至　2017年11月27日

項 目 当 期

円
(A)�有 価 証 券 売 買 損 益 191,324,550

売 買 益 206,647,690

売 買 損 △ 15,323,140

(B)�信 託 報 酬 等 △�13,184,664

(C)�当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) 178,139,886

(D)�前 期 繰 越 損 益 金 135,104,973

(E)�追 加 信 託 差 損 益 金 197,930,863

(配 当 等 相 当 額) (　534,990,779)

(売 買 損 益 相 当 額) (△337,059,916)

(F)�　 計 　(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 511,175,722

(G)�収 益 分 配 金 0

次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 511,175,722

追 加 信 託 差 損 益 金 197,930,863

(配 当 等 相 当 額) (　535,420,010)

(売 買 損 益 相 当 額) (△337,489,147)

分 配 準 備 積 立 金 313,244,859
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明治安田日本株式アルファ・マザーファンド

運用報告書

第14期

（決算日　2017年11月27日）

「明治安田日本株式アルファ・マザーファンド」は、2017年11月27日に第14期決算を行いました。

以下、当マザーファンドの第14期の運用状況をご報告申し上げます。

当マザーファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針
ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）の動きを上回る投資成果を目標として運

用を行います。

主 要 運 用 対 象 わが国の株式を主要投資対象とします。

組 入 制 限
株式への投資割合には制限を設けません。また、外貨建資産への投資

は行いません。
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◎最近5期の運用実績

決 算 期

基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式
組 入
比 率

純 資 産
総 額期 中

騰 落 率
(ベンチマーク) 期 中

騰 落 率

円 ％ ％ ％ 百万円
(第10期)2013年11月25日 14,609 　67.8 1,259.61 　61.6 98.8 15,384

(第11期)2014年11月25日 16,614 　13.7 1,409.15 　11.9 98.3 14,270

(第12期)2015年11月25日 19,287 　16.1 1,594.67 　13.2 98.2 15,730

(第13期)2016年11月25日 18,069 △ 6.3 1,464.53 △ 8.2 98.8 17,567

(第14期)2017年11月27日 22,082 　22.2 1,776.73 　21.3 98.2 11,046

(注)東証株価指数(ＴＯＰＩＸ)は株式会社東京証券取引所(以下、東京証券取引所といいます)の知的財産であり、株価指数の算出、指数値の

公表、利用などＴＯＰＩＸに関する全ての権利およびＴＯＰＩＸの商標に関する全ての権利は東京証券取引所が有します。東京証券取引

所はＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変

更若しくは使用の停止を行うことができます。東京証券取引所はＴＯＰＩＸの商標の使用若しくはＴＯＰＩＸの指数の利用に関して得ら

れる結果について何ら保証、言及をするものではありません。

◎当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 組 入

比 率騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率

円 ％ ％ ％
(期首)2016年11月25日 18,069 　－ 1,464.53 　－ 98.8

11月末 18,125  0.3 1,469.43  0.3 97.8

12月末 18,842  4.3 1,518.61  3.7 99.3

2017年 1月末 18,940  4.8 1,521.67  3.9 99.4

2月末 19,086  5.6 1,535.32  4.8 99.7

3月末 18,902  4.6 1,512.60  3.3 97.8

4月末 19,120  5.8 1,531.80  4.6 98.8

5月末 19,477  7.8 1,568.37  7.1 98.8

6月末 19,999 10.7 1,611.90 10.1 98.7

7月末 20,047 10.9 1,618.61 10.5 99.3

8月末 20,052 11.0 1,617.41 10.4 99.4

9月末 20,899 15.7 1,674.75 14.4 98.5

10月末 22,068 22.1 1,765.96 20.6 97.8

(期末)2017年11月27日 22,082 22.2 1,776.73 21.3 98.2

(注)騰落率は期首比です。
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◎当期中の運用経過と今後の運用方針(2016年11月26日～2017年11月27日)

1 基準価額
(1)基準価額の推移と主な変動要因

　基準価額は期首18,069円で始まり、期末22,082
円で終わりました。騰落率は＋22.2％でした。
　基準価額の主な変動要因は以下の通りです。

（上昇要因）
・期首から12月中旬にかけて、米国の次期政権
に対する財政拡張政策への期待の高まりや同
国の利上げを受けて円安米ドル高が進み、業
績改善期待から国内株式相場が上昇したこと

・2017年4月中旬から5月上旬にかけて、フラン
ス大統領選挙の結果を受けて欧州政治に対す
る懸念が後退したことから、国内株式相場が
上昇したこと

・2017年9月中旬から期末にかけて、国内では
衆議院総選挙で与党優勢が報道され市場に安
心感が広がったことや、米国の大型減税を組
み入れた税制改革への期待から円安米ドル高
が進んだこともあり、国内株式相場が上昇基
調で推移したこと

（下落要因）
・2017年3月中旬から4月中旬にかけて、米国政

権の政策実行力に対する懸念や、米国による
シリア、アフガニスタン空爆、および北朝鮮
情勢の緊迫化を受けた投資家のリスク回避の
動きから、国内株式相場が下落したこと

(2)ベンチマークとの差異
　当マザーファンドは東証株価指数（ＴＯＰＩ
Ｘ）をベンチマークとして運用を行っています。
　当期の基準価額の騰落率は＋22.2％となりま
した。一方、ベンチマークの騰落率は＋21.3％
となり騰落率の差異は＋0.9％でした。
　この差異について、銘柄選択要因と業種配分
要因に分けてみると、銘柄選択要因がマイナス
に影響し、業種配分要因はプラスに寄与しました。

（銘柄選択要因）
　情報・通信業（ネットワンシステムズ）など
で組み入れていた銘柄の騰落率が同業種のほか
の銘柄の騰落率を上回ったことがプラスに寄与
しましたが、電気機器（ＴＤＫ、村田製作所）、
小売業（セブン＆アイ・ホールディングス、し
まむら）などで組み入れていた銘柄の騰落率が
同業種のほかの銘柄の騰落率を下回ったことが
大きくマイナスに影響した結果、銘柄選択要因
はマイナスとなりました。

（業種配分要因）
　ガラス・土石製品の保有比率ををベンチマー
クの構成比率に対して低くしていたこと、証券、
商品先物取引業の保有比率をベンチマーク構成
比に対して高くしていたことなどがマイナスに
影響しましたが、電気機器の組入比率をベンチ
マークの構成比率に対して高くしていたこと、
陸運業の組入比率をベンチマークの構成比率に
対して低くしていたことなどがプラスに寄与し
た結果、業種配分要因はプラスとなりました。

※ベンチマークは東証株価指数(ＴＯＰＩＸ)であり、期首の基準価

額に合わせて指数化しております。

(年/月)

16,000

18,000

20,000

24,000

22,000

2016/11 12 2017/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

基準価額(円) ベンチマーク

明治安田日本株式アルファ・マザーファンド
基準価額とベンチマークの推移
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2 運用経過
運用概況
　期首の運用方針を踏まえて銘柄選択に重点を
絞り、クオンツモデルによる定量分析および定
性分析に基づいたファンダメンタルズ・リサー
チにより、パフォーマンスの向上に努めました。
　銘柄選択については、景気や企業収益の動向
を慎重に見極めながら、バランスのとれた銘柄
選択を行いました。
　期の前半は電気機器の中では需要拡大が期待
される半導体関連や業績が堅調な社会インフラ
関連を中心に、期の後半は電子部品関連を中心
に保有しました。また、輸送用機器では自動車
部品関連を、設備投資関連では先進主要国にお
ける設備投資の恩恵を受ける機械関連を中心に
保有しました。
　医薬品、小売業、食料品、サービス業におい
ては、成長性の高い銘柄を、金融関連では割安
なメガバンクを中心に保有しました。
　当期中に新規に買い付けた銘柄としては、Ｓ
ＭＣ、住友金属鉱山などがあげられます。また
全て売却した銘柄としては、新生銀行、大成建
設などがあげられます。

【組入上位10業種の推移】

期首

業　種　名 組入比率(％)

1 電気機器 12.09

2 情報・通信業  8.93

3 輸送用機器  8.41

4 銀行業  8.12

5 化学  7.22

6 医薬品  5.48

7 小売業  5.38

8 機械  5.15

9 卸売業  4.68

10 食料品  4.50

※組入比率は対純資産総額比

期末

業　種　名 組入比率(％)

1 電気機器 15.06

2 情報・通信業  9.37

3 化学  7.55

4 輸送用機器  6.48

5 銀行業  6.21

6 小売業  5.36

7 機械  5.27

8 医薬品  5.04

9 卸売業  4.68

10 食料品  4.13

※組入比率は対純資産総額比
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【組入上位10銘柄の推移】

期首

銘　柄　名 組入比率(％)

1 トヨタ自動車 2.62

2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2.47

3 日本電信電話 2.27

4 三井住友フィナンシャルグループ 2.27

5 本田技研工業 2.03

6 ソフトバンクグループ 1.84

7 日本たばこ産業 1.53

8 アステラス製薬 1.28

9 東海旅客鉄道 1.28

10 東日本旅客鉄道 1.25

※組入比率は対純資産総額比

期末

銘　柄　名 組入比率(％)

1 トヨタ自動車 2.43

2 日本電信電話 2.07

3 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1.83

4 三井住友フィナンシャルグループ 1.59

5 日立製作所 1.44

6 日本航空 1.41

7 パナソニック 1.40

8 日本たばこ産業 1.34

9 東日本旅客鉄道 1.31

10 キヤノン 1.30

※組入比率は対純資産総額比

3 今後の運用方針
　引き続き、クオンツモデルによる定量分析お
よびファンダメンタルズ・リサーチに基づいた
定性分析により、銘柄選択に重点を絞り、パ
フォーマンスの向上に努めます。銘柄選択につ
いては、景気や企業収益の動向を慎重に見極め
ながら、バランスのとれた銘柄選択を継続する
方針です。
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◎売買及び取引の状況(2016年11月26日～2017年11月27日)
○株式

買 付 売 付

株 数 金 額 株 数 金 額

国

内

千株 千円 千株 千円
上 場 　31,164 44,998,926 35,912 54,250,433

(△ 1,539) (　　　　－)

(注1)金額は受渡し代金。

(注2)単位未満は切り捨て。

(注3)(　)内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

◎株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合

項 目 当 期

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 99,249,360千円

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 15,113,979千円

(c) 売 買 高 比 率(a)／(b) 6.56

(注)(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。

◎1万口当たりの費用明細

項目

当期

項目の概要2016年11月26日～2017年11月27日

金額 比率

(a) 売買委託手数料 118円 0.603％ (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

※期中の平均基準価額は19,629円です。(株式) (118) (0.603)

(b) その他費用 1 0.007 (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

(その他) (　1) (0.007) 信託事務の処理に要する諸費用、信託財産に関する租税等

合計 119 0.610

(注1)期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。

(注2)各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

(注3)各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額(円未満の端数を含む)を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第3位未満は四捨五入してあります。
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◎組入資産明細表
○国内株式

上場株式

◎利害関係人との取引状況等(2016年11月26日～2017年11月27日)
　期中の利害関係人との取引はございません。
 (注)利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
鉱 業 ( 0.4％)
国 際 石 油 開 発 帝 石 － 31.2 39,780

建 設 業 ( 2.8％)
安 藤 ・ 間 51.8 26.3 23,065
大 成 建 設 44 － －
大 林 組 72.2 30.9 43,970
清 水 建 設 71 － －
長谷工コーポレーション 75.3 21 36,624
三 井 住 友 建 設 297.4 30.9 19,683
大 豊 建 設 － 30 16,980
熊 谷 組 － 4.1 12,423
東 洋 建 設 84 － －
住 友 林 業 53.5 25.8 48,426
積 水 ハ ウ ス － 31.2 64,615
日 揮 － 19.7 37,036

食 料 品 ( 4.2％)
日 清 製 粉 グ ル ー プ 本 社 26.6 － －
森 永 乳 業 － 7.3 32,923
明 治 ホ ー ル デ ィ ン グ ス － 5.3 50,880
雪 印 メ グ ミ ル ク － 10.6 32,542
プ リ マ ハ ム － 17 13,005

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
サッポロホールディングス 18.5 4.6 15,571
アサヒグループホールディングス 14.2 5.1 28,197
キリンホールディングス 38.2 19.7 51,594
コカ・コーラボトラーズジャパン 28.7 － －
コカ・コーライーストジャパン 28.1 － －
サントリー食品インターナショナル 12.1 3.6 17,478
味 の 素 32.5 12.6 25,924
キ ユ ー ピ ー － 14.2 40,470
ア リ ア ケ ジ ャ パ ン 3 － －
日 本 た ば こ 産 業 68.9 40 148,120

繊 維 製 品 ( 0.6％)
東 レ 125 54.8 60,526
オンワードホールディングス 15 － －

パ ル プ ・ 紙 ( 0.2％)
王 子 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 87 － －
レ ン ゴ ー － 37.6 26,696

化 学 ( 7.7％)
ク ラ レ 45 － －
住 友 化 学 106 112 88,704
日 産 化 学 工 業 13.3 － －
東 ソ ー － 22.8 55,837

◎主要な売買銘柄
○株式

当 期

買 付 売 付

銘 柄 株 数 金 額 平均単価 銘 柄 株 数 金 額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ト ヨ タ 自 動 車 　102 646,889  6,342 ト ヨ タ 自 動 車 　132.6 856,561  6,459

日 本 電 信 電 話 116.5 589,213  5,057 日 本 電 信 電 話 　165.6 845,723  5,107

ソフトバンクグループ  64.6 555,018  8,591 ソフトバンクグループ 　 98.2 828,939  8,441

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 735.2 532,070 　 723 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,126.8 807,747 　 716

日 本 航 空 139.8 501,346  3,586 本 田 技 研 工 業 　214.1 712,163  3,326

三 菱 商 事 187.7 467,146  2,488 三井住友フィナンシャルグループ 　155.8 669,040  4,294

日 本 た ば こ 産 業 121.3 461,439  3,804 フ ァ ナ ッ ク 　 26.7 605,056 22,661

フ ァ ナ ッ ク  20.3 456,529 22,489 東 海 旅 客 鉄 道 　 31.7 602,227 18,997

セブン＆アイ・ホールディングス  96.8 441,172  4,557 日 本 た ば こ 産 業 　150.2 574,476  3,824

本 田 技 研 工 業 132.5 440,368  3,323 日 産 自 動 車 　492.1 543,575  1,104

(注)金額は受渡し代金。



14－　　－

明治安田日本株式アルファ・マザーファンド

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
ト ク ヤ マ 86 － －
関 東 電 化 工 業 39 － －
デ ン カ 70 15.1 61,985
信 越 化 学 工 業 9.9 6.7 84,420
エ ア ・ ウ ォ ー タ ー － 8.8 20,979
大 陽 日 酸 68.4 33.1 49,782
三 井 化 学 － 16.2 56,781
東 京 応 化 工 業 13.9 － －
三菱ケミカルホールディングス － 70.7 82,931
ダ イ セ ル 47 － －
積 水 化 学 工 業 19.7 19.3 42,324
日 立 化 成 37.4 9.8 28,763
花 王 33 7.4 52,443
関 西 ペ イ ン ト 27.1 － －
富士フイルムホールディングス 17.9 14.9 67,139
ラ イ オ ン 21 － －
マ ン ダ ム 4.1 12.6 46,746
コ ー セ ー 6.8 － －
ポーラ・オルビスホールディングス 6.4 － －
日 東 電 工 3.7 7.2 78,768
ニ フ コ － 2.1 16,191
ユ ニ ・ チ ャ ー ム 26.5 － －

医 薬 品 ( 5.1％)
協 和 発 酵 キ リ ン 23.2 14.9 30,455
武 田 薬 品 工 業 42.9 5.3 32,600
ア ス テ ラ ス 製 薬 142.3 63.4 90,091
塩 野 義 製 薬 － 8.8 53,284
中 外 製 薬 － 4.8 27,264
エ ー ザ イ 7.3 11.9 73,780
小 野 薬 品 工 業 13.6 － －
久 光 製 薬 8.1 － －
日 医 工 16.2 － －
沢 井 製 薬 － 4.6 27,186
第 一 三 共 73.3 26.7 70,327
大 塚 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 34.7 24.9 123,105
大正製薬ホールディングス － 3.4 28,832

石 油 ・ 石 炭 製 品 ( 0.9％)
ＪＸＴＧホールディングス 261.4 146.4 93,593

ゴ ム 製 品 ( 0.9％)
ブ リ ヂ ス ト ン 3.1 11.7 59,283
住 友 ゴ ム 工 業 － 20.5 40,610

ガラス・土石製品 ( 0.8％)
旭 硝 子 － 18.6 87,699
太 平 洋 セ メ ン ト 74 － －
日 本 特 殊 陶 業 14.3 － －

鉄 鋼 ( 0.4％)
新 日 鐵 住 金 38.2 18.4 46,662
日 新 製 鋼 24.2 － －
大 和 工 業 11.4 － －
日 立 金 属 18.2 － －

非 鉄 金 属 ( 1.2％)
日本軽金属ホールディングス － 98.1 29,822
三 井 金 属 鉱 業 172 － －
住 友 金 属 鉱 山 － 6 26,772

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
古 河 電 気 工 業 7.8 － －
住 友 電 気 工 業 90.9 40.4 75,871

金 属 製 品 ( 0.3％)
日 本 発 條 56.4 22.8 28,180

機 械 ( 5.4％)
オ ー ク マ 53 － －
アマダホールディングス 70.2 35.6 52,510
牧 野 フ ラ イ ス 製 作 所 － 14 16,114
ソ デ ィ ッ ク － 16.2 25,725
デ ィ ス コ 2.4 － －
Ｓ Ｍ Ｃ － 1.3 63,713
小 松 製 作 所 65.2 36.2 130,030
住 友 重 機 械 工 業 － 13.2 61,116
日 立 建 機 22.9 － －
ク ボ タ － 6.3 12,996
荏 原 製 作 所 16.7 － －
ダ イ キ ン 工 業 13.8 － －
栗 田 工 業 22.6 7.7 26,873
タ ダ ノ － 6.1 10,559
日 本 ピ ス ト ン リ ン グ 18.6 7.3 16,279
Ｔ Ｐ Ｒ 17.8 9 34,290
ホ シ ザ キ 2.3 － －
日 本 精 工 36.8 36 59,940
ジ ェ イ テ ク ト 50.9 26.7 51,664
不 二 越 － 28 20,440

電 気 機 器 (15.3％)
日清紡ホールディングス － 13.8 19,375
イ ビ デ ン 32.9 19.7 34,278
コ ニ カ ミ ノ ル タ 87.8 35.8 38,198
ブ ラ ザ ー 工 業 － 8.8 24,895
ミ ネ ベ ア ミ ツ ミ － 14.6 33,390
日 立 製 作 所 335 189 159,081
三 菱 電 機 116.8 74.3 140,241
シンフォニアテクノロジー － 39 17,433
日 本 電 産 3.4 2.6 41,366
ジーエス・ユアサ　コーポレーション 123 44 25,344
日 本 電 気 197 9.8 28,537
富 士 通 136 50 41,030
ア ル バ ッ ク － 3.8 32,110
パ ナ ソ ニ ッ ク 141.6 91.5 155,001
ソ ニ ー 41.8 20.3 108,868
Ｔ Ｄ Ｋ 21.9 8.7 79,344
フ ォ ス タ ー 電 機 16 13.7 40,497
横 河 電 機 21.7 － －
ア ド バ ン テ ス ト 22.3 － －
キ ー エ ン ス 1 1.5 102,645
フ ァ ナ ッ ク 9.4 3 85,065
ロ ー ム 8.9 0.9 11,124
京 セ ラ 11.7 11.5 90,723
太 陽 誘 電 － 12.5 23,562
村 田 製 作 所 5.7 1.2 18,996
日 本 ケ ミ コ ン － 7 28,630
キ ヤ ノ ン 52.9 33.5 144,016
リ コ ー 28.3 － －
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銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
東 京 エ レ ク ト ロ ン 10.5 6.1 139,873

輸 送 用 機 器 ( 6.6％)
ト ヨ タ 紡 織 － 16.1 36,450
ユ ニ プ レ ス － 6.4 18,745
デ ン ソ ー － 2.8 17,626
三 井 造 船 532 － －
日 産 自 動 車 192.7 77.3 83,213
い す ゞ 自 動 車 96.3 － －
ト ヨ タ 自 動 車 68.8 38.2 268,393
武 蔵 精 密 工 業 － 6 19,740
ト ピ ー 工 業 － 3.9 13,513
ケ ー ヒ ン 26.9 － －
ア イ シ ン 精 機 20.2 14.2 84,774
本 田 技 研 工 業 106.4 24.8 91,140
ス ズ キ 10.4 9.3 56,934
Ｓ Ｕ Ｂ Ａ Ｒ Ｕ 3.6 － －
シ ョ ー ワ － 12.3 16,801
ヨ ロ ズ 13.1 3.6 8,676
テ イ ・ エ ス 　 テ ッ ク 3 － －

精 密 機 器 ( 1.7％)
テ ル モ 15.4 － －
東 京 精 密 － 5.4 26,811
ニ コ ン 50.6 10.1 22,836
Ｈ Ｏ Ｙ Ａ 23.9 11.3 64,884
シ チ ズ ン 時 計 － 34.8 28,779
ニ プ ロ 20.1 25.3 39,847

そ の 他 製 品 ( 2.6％)
パラマウントベッドホールディングス － 3.8 19,912
バンダイナムコホールディングス 37.4 － －
ト ッ パ ン ・ フ ォ ー ム ズ － 10.7 13,193
タ カ ラ ト ミ ー － 12.9 20,769
凸 版 印 刷 29 48 49,392
ヤ マ ハ 23.8 － －
ピ ジ ョ ン － 12.3 51,598
任 天 堂 1.9 2.3 109,756
岡 村 製 作 所 － 12.6 18,648

電 気 ・ ガ ス 業 ( 1.2％)
中 部 電 力 37.1 － －
中 国 電 力 43.5 33.1 39,786
東 北 電 力 － 46.3 66,070
電 源 開 発 29.2 － －
エ フ オ ン 48.9 18.4 28,391
メ タ ウ ォ ー タ ー 16.3 － －

陸 運 業 ( 3.0％)
東 京 急 行 電 鉄 － 36 59,796
東 日 本 旅 客 鉄 道 22.3 13.3 144,637
西 日 本 旅 客 鉄 道 17.2 8.7 67,129
東 海 旅 客 鉄 道 12.1 0.7 14,063
日 本 通 運 － 5.2 34,996

海 運 業 (　－％)
商 船 三 井 113 － －

空 運 業 ( 1.9％)
日 本 航 空 38.9 38.7 155,690
ＡＮＡホールディングス － 10.4 45,177

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
倉庫・運輸関連業 ( 0.1％)
三井倉庫ホールディングス － 39 13,884
上 組 44 － －

情 報 ・ 通 信 業 ( 9.5％)
Ｎ Ｅ Ｃ ネ ッ ツ エ ス ア イ － 6.8 19,577
新日鉄住金ソリューションズ 25.4 － －
Ｔ Ｉ Ｓ 18.3 19.1 70,574
グ リ ー 51.2 － －
ネ ク ソ ン － 20.5 65,600
ガンホー・オンライン・エンターテイメント － 69.9 20,131
野 村 総 合 研 究 所 － 6.4 33,536
日 本 オ ラ ク ル － 3.8 38,228
伊藤忠テクノソリューションズ － 6.4 30,368
ネ ッ ト ワ ン シ ス テ ム ズ 55.3 27.2 42,486
日 本 電 信 電 話 88.3 39.2 228,418
Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 46.8 42 128,856
光 通 信 8.5 － －
Ｎ Ｔ Ｔ ド コ モ 78.7 36.9 105,441
ゼ ン リ ン － 1.7 6,239
東 宝 25.5 13.5 48,262
エヌ・ティ・ティ・データ 15.8 12.7 16,344
コナミホールディングス 20.6 7.7 45,122
ソ フ ト バ ン ク グ ル ー プ 47.5 13.9 135,914

卸 売 業 ( 4.8％)
双 日 － 70 22,260
第 一 興 商 － 4.8 25,056
メディパルホールディングス 27.7 7.7 16,601
シ ー ク ス 8 2.4 11,604
伊 藤 忠 商 事 119.5 48.8 92,915
丸 紅 73.8 － －
豊 田 通 商 14.6 － －
三 井 物 産 78.7 58.3 96,049
日立ハイテクノロジーズ 21.9 12.8 64,384
住 友 商 事 81 － －
三 菱 商 事 44.9 50.6 140,516
西本Ｗｉｓｍｅｔｔａｃホールディングス － 3.3 13,233
因 幡 電 機 産 業 9 4.6 23,414
ミ ス ミ グ ル ー プ 本 社 － 3.3 11,137

小 売 業 ( 5.5％)
ロ ー ソ ン － 6.4 46,592
エ ー ビ ー シ ー ・ マ ー ト － 3.2 18,912
ア ス ク ル 3.3 － －
ア ダ ス ト リ ア 15.2 6.4 15,692
く ら コ ー ポ レ ー シ ョ ン 5.3 3.4 17,442
エ デ ィ オ ン 58 － －
ビ ッ ク カ メ ラ 34 － －
Ｊ．フロント　リテイリング 61.5 － －
マツモトキヨシホールディングス － 6 54,600
三越伊勢丹ホールディングス 35.5 28.7 33,952
ジ ョ イ フ ル 本 田 6.5 － －
す か い ら ー く 27 － －
コ ス モ ス 薬 品 1.3 － －
セブン＆アイ・ホールディングス 30.7 22.9 101,813
ツルハホールディングス 3.8 － －
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銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
クスリのアオキホールディングス 7 － －
スシローグローバルホールディングス － 4.8 18,480
ドンキホーテホールディングス 22.1 11.8 60,416
ゼンショーホールディングス － 14 26,082
サ イ ゼ リ ヤ － 5.3 17,834
ス ギ ホ ー ル デ ィ ン グ ス － 4.9 28,322
ユニー・ファミリーマートホールディングス 9.9 2.4 16,824
日 本 瓦 斯 － 4.2 16,569
し ま む ら － 2.5 32,025
高 島 屋 81 19 19,969
エイチ・ツー・オー　リテイリング 15.2 － －
丸 井 グ ル ー プ 22.4 － －
アインホールディングス － 1.9 13,433
ファーストリテイリング － 1.3 53,547

銀 行 業 ( 6.3％)
ゆ う ち ょ 銀 行 31.7 － －
コンコルディア・フィナンシャルグループ － 40.2 23,476
西日本フィナンシャルホールディングス 46.6 7.6 9,150
新 生 銀 行 448 － －
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 656.9 265.3 202,370
三井住友トラスト・ホールディングス － 13 53,209
三井住友フィナンシャルグループ 95.3 39.4 175,330
千 葉 銀 行 87 － －
静 岡 銀 行 42 － －
八 十 二 銀 行 125.5 － －
ほくほくフィナンシャルグループ 39.9 25.9 41,724
広 島 銀 行 － 50.3 43,107
セ ブ ン 銀 行 99.3 － －
みずほフィナンシャルグループ 694.3 687.6 137,451

証券、商品先物取引業 ( 1.9％)
Ｆ Ｐ Ｇ － 12.8 17,510
ＳＢＩホールディングス 28.4 26.3 46,656
ジ ャ フ コ － 3.4 19,448
大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 154 57 39,307
野 村 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 71.8 82.4 52,974
東海東京フィナンシャル・ホールディングス － 41.3 29,116

保 険 業 ( 2.1％)
か ん ぽ 生 命 保 険 － 5.7 13,349
ＳＯＭＰＯホールディングス 23.1 － －
ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 44.6 26.7 92,835
第一生命ホールディングス 82.6 － －
東京海上ホールディングス － 24.8 120,726

そ の 他 金 融 業 ( 1.1％)
ク レ デ ィ セ ゾ ン 47.7 9.6 19,939
日 立 キ ャ ピ タ ル 14.1 － －
オ リ ッ ク ス 81.3 55.7 103,880
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ リ ー ス 78.6 － －

不 動 産 業 ( 1.8％)
オ ー プ ン ハ ウ ス 13.4 － －
飯田グループホールディングス 50.8 22.5 45,945
ケ イ ア イ ス タ ー 不 動 産 － 3 7,431
三 菱 地 所 51 24.9 49,351
平 和 不 動 産 22.8 － －
ダ イ ビ ル 35.7 － －

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額

千株 千株 千円
住 友 不 動 産 18 19 68,856
レ オ パ レ ス ２ １ 73.9 － －
イ オ ン モ ー ル － 13.4 27,161
エヌ・ティ・ティ都市開発 58.6 － －

サ ー ビ ス 業 ( 3.7％)
ジェイエイシーリクルートメント － 9.7 21,805
パーソルホールディングス － 21 55,545
綜 合 警 備 保 障 14.1 － －
ツ ク イ 68.1 － －
エ ム ス リ ー 8.7 － －
ア ウ ト ソ ー シ ン グ 6.5 － －
博報堂ＤＹホールディングス 61.4 14.8 21,992
ぐ る な び － 7.8 10,545
ケ ネ デ ィ ク ス 69.7 － －
電 通 18.6 － －
ラ ウ ン ド ワ ン 41.4 20.1 34,089
リ ゾ ー ト ト ラ ス ト 15.7 9.6 22,665
りらいあコミュニケーションズ 40.4 － －
サ イ バ ー エ ー ジ ェ ン ト 24.7 － －
楽 天 50.3 35.6 40,228
リクルートホールディングス 17.1 44.7 116,868
カ ナ モ ト 17.5 9.6 35,616
ア サ ツ ー 　 デ ィ ・ ケ イ 8.8 6.3 22,995
ベネッセホールディングス － 4.4 16,940

合 計
株 数 ・ 金 額 11,780 5,493 10,848,064
銘 柄 数 < 比 率 > 212 212 <98.2％>

(注1)銘柄欄の(　)内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

(注2)評価額欄の<　>内は、純資産総額に対する評価額の比率。

(注3)評価額の単位未満は切り捨て。

(注4)－印は組み入れなし。
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◎投資信託財産の構成 2017年11月27日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
株 式 10,848,064  92.5

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 　 874,298 　7.5

投 資 信 託 財 産 総 額 11,722,362 100.0

(注)評価額の単位未満は切り捨て。

◎資産、負債、元本及び基準価額の状況
2017年11月27日現在

項 目 当 期 末

円

(A) 資 産 11,722,362,539

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 76,963,153

株 式(評価額) 10,848,064,510

未 収 入 金 672,039,851

未 収 配 当 金 125,295,025

(B) 負 債 675,486,023

未 払 金 122,446,697

未 払 解 約 金 553,031,000

そ の 他 未 払 費 用 8,326

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 11,046,876,516

元 本 5,002,734,441

次 期 繰 越 損 益 金 6,044,142,075

(D) 受 益 権 総 口 数 5,002,734,441口

1万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 22,082円

(注1)当親ファンドの期首元本額は9,722,420,109円、期中追加設定元本額は11,953,815,204円、期中一部解約元本額は16,673,500,872円です。

(注2)当親ファンドの当期末元本の内訳は、明治安田日本株式アルファＰファンド(適格機関投資家私募)3,788,509,132円、明治安田ダウンサ

イドリスク抑制型グローバル・バランスＰファンド(適格機関投資家私募)670,305,732円、明治安田ＤＣ日本株式アルファオープン

512,199,393円、明治安田先進国コアファンド(年1回決算型)17,656,023円、明治安田先進国コアファンド(年2回決算型)9,906,101円、

明治安田ＤＣ先進国コアファンド4,158,060円です。

(注3)1口当たり純資産額は2.2082円です。

(注4)損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

(注5)損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬等に対する消費税等相当額を含めて表示しています。

(注6)損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

(注7)損益の状況の中で(G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。

◎損益の状況 自　2016年11月26日
至　2017年11月27日

項 目 当 期

円

(A) 配 当 等 収 益 304,649,811

受 取 配 当 金 304,485,539

そ の 他 収 益 金 164,272

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 2,735,690,455

売 買 益 3,600,486,916

売 買 損 △　 864,796,461

(C) 信 託 報 酬 等 △　　 1,089,659

(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 3,039,250,607

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 7,844,638,139

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 11,256,283,116

(G) 解 約 差 損 益 金 △16,096,029,787

(H) 　 計 　(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 6,044,142,075

次 期 繰 越 損 益 金(Ｈ) 6,044,142,075




